
（様式６） 

判断基準が法令の定めに言い尽くされている場合の当該法令の規定 

 

処分基準（不利益処分関係） 

 

資料番号 １ 担当課 環境・ゼロカーボン推進 

法令名 水道法 根拠条項 35－１ 
不利益処

分の種類 
水道事業又は水道用水供給事業の認可の取消 

水道法（昭和三十二年六月十五日法律第百七十七号） 

 

（認可の取消し） 

第三十五条 厚生労働大臣は、水道事業者又は水道用水供給事業者が、正当な理由がなくて、事業認可の申請書に添附した工事設計書に記載した工事着 

手の予定年月日の経過後一年以内に工事に着手せず、若しくは工事完了の予定年月日の経過後一年以内に工事を完了せず、又は事業計画書に記載した 

給水開始の予定年月日の経過後一年以内に給水を開始しないときは、事業の認可を取り消すことができる。この場合において、工事完了の予定年月日 

の経過後一年を経過した時に一部の工事を完了していたときは、その工事を完了していない部分について事業の認可を取り消すこともできる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


